（別記１－４様式）
令和　年　　月　　日
朝日町長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　組織名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
令和　　年度　多面的機能支払交付金に係る地域資源保全管理構想の届出書
　多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付け25農振第2255号農林水産事務次官依命通知）第１の２の（２）に基づき、別添のとおり、地域資源保全管理構想を提出します。
（別添）
　　         地区地域資源保全管理構想
（平成　　年　　月作成）
１．地域で保全管理していく農用地及び施設
（１）農用地　　　田　　　　　a　 　畑　　　　　　a 　　計　　　　　a

　　　　　　　　　　（農用地の範囲・位置は別紙のとおり）

（２）水路、農道   水路　　　　km    農道　　　　　ｋｍ　

　　　　　　　　　（施設の範囲・位置は別紙のとおり） 
（３）その他施設等

２．地域の共同活動で行う保全管理活動
（１）農用地について行う活動　　

・遊休農地等の発生状況の把握 　　　　　毎年　　回（　　月）

・遊休農地発生防止のための保全活動 　　毎年　　回（　　月）

・畦畔・農用地法面の草刈　　　　　　　 毎年　　回（　　月）

・異常気象時の見回り　　　　　　　　　 洪水、台風、地震等の発生後　　

・応急措置　　　　　　　　　　　　　　 点検結果に応じて実施時期を決定

（活動の範囲は別紙のとおり）

（２）水路、農道について行う活動

①水路

・水路の草刈 　　　　　　　　　　　　　毎年　回（　月、　月、　月）

・水路の泥上げ　　　　　　　　　　　　 毎年　回（　月）

・施設の適正管理（かんがい期前の注油） 毎年　回（　月）

・異常気象時の見回り 　　　　　　　　　洪水、台風、地震等の発生後

・応急措置　　　　　　　　　　　　　　 点検結果に応じて実施時期を決定

（活動の範囲は別紙のとおり）

②農道

・路肩、法面の草刈 　　　　　　　　　　毎年　回（　月、　月、　月）
・側溝の泥上げ　　　　　　　　　　　　 毎年　回（　月）

・施設の適正管理（農道の路面維持） 　　点検結果に応じて実施時期を決定

・異常気象時の見回り 　　　　　　　　　洪水、台風、地震等の発生後

・応急措置 　　　　　　　　　　　　　　点検結果に応じて実施時期を決定

（活動の範囲は別紙のとおり）

（３）その他施設について行う活動
３．地域の共同活動の実施体制
（１）組織の構成員、意思決定方法

　　・組織の構成員は、別紙のとおりとする。

　　・組織の意思決定は、総会により行う。
（２）構成員の役割分担

	活動項目
	農業者（担い手）
	農業者（担い手以外）
	土地持ち非農家
	地域住民
	その他

	①農用地について行う活動 
	
	
	
	
	

	・遊休農地等の発生状況の把握 
	
	
	
	
	

	・遊休農地発生防止のための保全活動 
	
	
	
	
	

	・畦畔・農用地法面の草刈 
	
	
	
	
	

	・異常気象時の見回り
	
	
	
	
	

	・応急措置
	
	
	
	
	

	② 水路、農道、ため池について行う活動
	
	
	
	
	

	１）水路
	
	
	
	
	

	・水路の草刈 
	
	
	
	
	

	・水路の泥上げ 
	
	
	
	
	

	・施設の適正管理（かんがい期前の注水） 
	
	
	
	
	

	・異常気象時の見回り 
	
	
	
	
	

	・応急措置 
	
	
	
	
	

	２）農道
	
	
	
	
	

	・路肩、法面の草刈 
	
	
	
	
	

	・側溝の泥上げ 
	
	
	
	
	

	・施設の適正管理（農道の路面維持） 
	
	
	
	
	

	・異常気象時の見回り 
	
	
	
	
	

	・応急措置 
	
	
	
	
	


４．地域農業の担い手の育成・確保
（１）担い手農家の育成・確保

（現状）

・平成30年における認定農業者数は、家族経営　　経営体、法人経営　　経営体。

・認定農業者への農業継続意向調査によると、「経営の継続が困難」と考えている農業者が　　名おり、このままでは５年後には　　　経営体となることが見込まれる。
（目標）

・町の新規就農の施策の活用や非農家の農業参加等の取組により認定農業者、新規就農者の育成・確保に努めることとし、平成35年度において経営体を維持することを目標とする。
（２）農地の利用集積
（現状）

・担い手への農地集積率は　割であるが、農地が分散している状況。

（目標）

・農地中間管理機構と町、JA が連携して話し合いを進め、地域内の分散錯綜した農地について面的集積を図りつつ担い手に集積することとし、平成35年における担い手集積率　　　％を目指す。

５．適切な保全管理に向けて取り組む活動・方策
　高齢化に伴う農家戸数の減少により、共同活動を前提としていた施設の維持管理が困難となっている。地域住民を巻き込んだ施設の維持管理体制を構築するため、地域住民とのコミュニケ－ションを深める必要がある。
